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要旨 

 

2020 年 12 月に成立した生殖医療民法特例法は、生殖補助医療を受けられる対象を同性カッ

プルやシングルにも拡大し、親になりたい人の平等を拡大する可能性がある一方、子の出自

を知る権利を留保したことで批判されることとなった。今回のケースのように、生殖補助医

療においてある平等が他の平等を押しのける場合、どのような倫理的な解決が図られるべ

きか。本稿はセンのケイパビリティの概念を生殖補助医療に適用し、日本の事例を分析する。

センによれば親になりたい人と生まれた子のケイパビリティは双方とも重要な平等の概念

であるが、彼らの福祉の平等が対立する場合には子のケイパビリティの平等が優先されな

ければならない。生殖医療民法特例法は、附帯決議で子の福祉を優先することに同意した一

方で、子の知る権利の保障を留保した。よって、二年を目途の検討期間があるとはいえ、生

殖医療民法特例法はセンのケイパビリティからみて反平等主義的内容を含む可能性がある。 
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1. はじめに 

2020 年 12 月 4 日、日本で初めての生殖補助医療 1)に関する法律である「生殖補助医療の

提供等及びこれにより出生した子の親子関係に関する民法の特例に関する法律」（以下、「生

殖医療民法特例法」とする）が臨時国会で可決された。しかし、本法では多くの課題が未解

決のまま残されることとなった 2)。 

特にメディアに大きく取り上げられた論点の一つが、生まれた子の出自を知る権利の行

方である 3)。2003 年 4 月の厚生科学審議会生殖補助医療部会報告書（以下、「2003 年報告

書」とする）においては、生殖補助医療で生まれた子の出自を知る権利が、子のアイデンデ

ィティ形成において重要であることを認め、15 歳以上で十分な説明を受けた上、提供者に

ついての個人情報を含む情報について開示を請求できるとされた 4)。しかし、生殖医療民法

特例法には、2003 年報告書から一転して、出自を知る権利は盛り込まれなかった。その背

景には、2017 年以降、それまで中心的に非配偶者間人工授精を行なってきた慶應義塾大学

で、将来的に提供者情報を開示する可能性がある旨のインフォームド・コンセントが行われ

た結果、提供者が急減したという問題がある 5)。 

生殖医療民法特例法が、こうした日本の現状を踏まえて、子の出自を知る権利を見送って

成立したという事実は、同時に本法が生殖補助医療の対象を拡大する可能性を拓いたこと

と合わせて考えると、とりわけ日本の生殖補助医療のあり方をめぐって重要な意味を持つ。

というのも、2003 年報告書では、生殖補助医療の対象者を夫婦に限って認めること、代理

懐胎を禁止とすること、となっていたが 6)、生殖医療民法特例法では、生殖補助医療を受け

られる対象を、「夫婦」という文言を避けて表記し、代理懐胎にも含みをもたせたためであ

る 7)。生殖補助医療で法により認められる対象が拡大すれば、生殖補助医療を受けたいとい

う声が高まる可能性がある。そうなれば一層高まるニーズに対して、子の権利の保障が追い

つかなかったり、機運が削がれたりすることにもなりかねない。 

これは、対立する二つの平等観のどちらを取るかの難しい問題につながる。近年の日本で

は多様性の尊重の観点から、夫婦以外、例えば同性カップルが生殖補助医療によって子を持

つことに対して前向きの意見が見られる 8)。また、精子提供より医療的サポートを必要とす

る卵子提供を充実させる体制や代理懐胎の法制化を望む声もあるだろう。そうした立場か

らすれば、生殖医療民法特例法における対象の拡大の可能性は、「不平等」な生殖補助医療

を、「平等化」する第一歩と評価できるだろう。しかしながら、子の福祉を重視する立場か

らすると、日本の生殖補助医療で問題なのは生殖補助医療で生まれた子の権利が十分保障

されていないことであり 9)、この不平等を解消することこそが日本の生殖補助医療を「平等

化」することに繋がる。これらの二つの平等観は異なる性質のものである。2003 年報告書

から生殖医療民法特例法制定までの経緯を見ると、我が国はこの二つの平等観の狭間にあ

るように見える。 

アマルティア・センは、『不平等の再検討』の冒頭で「何の平等か」と問いを投げかけ、

まさにこのように何の平等を取るかによって、価値が対立する可能性があることを指摘し
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た 10)。どれか一つの平等を取ることが、それ以外の平等を損なう恐れのある状況の中で、

我々は何を選びとるべきか。この難問に正面から答えるためにセンが提唱したのがケイパ

ビリティである。センは、到達水準の平等を重視する帰結主義の立場から、最終的な人々の

状態のあり様の集合が平等になるように人々の潜在能力を可能な限り追求することを主張

した 11)。 

生殖補助医療において平等の観念が重要であるという認識は、センとは別の文脈でこれ

までにも持たれてきた 12)。誰がどのように生殖補助医療を受けられるのかという平等な自

由(equal liberty)の問題は、生殖補助医療において今後も重要な論点となるだろう。しかし、

現在の日本のように生殖補助医療の難しい現実に直面する中で、むしろ我々が問うべきは、

センの持つ問題意識に沿った、平等が衝突する困難事例をいかに解決するべきかという問

いではないだろうか 13)。 

生殖のケイパビリティについてはリプロダクティブ・ヘルスの文脈で議論が蓄積されて

きた一方で、ケイパビリティ概念はこれまで直接生殖補助医療に結びつけられてこなかっ

た 14)。これは、センが生殖補助医療に言及していないことによると考えられる。しかし、セ

ンのケイパビリティ概念は決してリスト化できるものではなく、ケイパビリティ概念の積

極的な意味での曖昧さによって、セン自身が取り上げていないケイパビリティが議論の遡

上に上る余地はいかなる時も存在している 15)。 

本稿はこうした関心から、生殖補助医療をセンのケイパビリティ概念で捉えようとする

ものである。そしてさらに、生殖補助医療における親になりたい人の福祉と生まれた子の福

祉という、場合によって対立する異なる平等観を、ケイパビリティを尺度として並置し、両

者が両立するならばどのような条件でそれが可能なのかを議論する。その際、センの経済学

の知見を応用しつつ、日本の事例を分析する 16)。 

本稿の構成は以下の通りである。第二節で生殖における親になりたい人のケイパビリテ

ィを考察し、ケイパビリティからみた生殖補助医療における親になりたい人の平等につい

て議論する。第三節で生殖補助医療で生まれた子のケイパビリティを考察し、ケイパビリテ

ィからみた生殖補助医療における子の平等について議論する。第四節でセンの平等観とし

て衡平性の弱公理を挙げ、親になりたい人と生まれた子のケイパビリティを並置しつつ生

殖医療民法特例法で両者を両立させる条件を生殖医療民法特例法と法務委員会会議録をも

とに議論する。第五節でまとめを述べる。 

 

2. ケイパビリティと生殖補助医療における親になりたい人の平等 

生殖における親のケイパビリティと生殖補助医療における親になりたい人の平等はどの

ように定義づけられるだろうか。センは福祉の定義から論を始めているので、以下ではセン

の用語を紹介しつつ見ていきたい。 

センにとっての福祉 well-being17)とは「その人の生活の質、いわば『生活の良さ』」を表し

た言葉である 18)。であるから、例えば我々が自らの幸せを追求するとき、我々は福祉を向上
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させようとしているということになる。また、生活とは「相互に関連した『機能』（ある状

態になったり、何かをすること）の集合」であるという 19)。よって、我々が生活の中で成し

遂げたものごとすべてが、我々一人ひとりの幸せを形つくる。 

この「良さ」に到達するためには、「良さ」を達成するための選択肢が実際に我々の手元

になければならない。この選択肢の集合がケイパビリティである。センによれば、ケイパビ

リティとは、「人が行うことのできる様々な機能 functionings の組み合わせ」であり、「『様々

なタイプの生活を送る』という個人の自由を反映した機能ベクトルの集合として表すこと

ができる」20)。センによれば、我々の「良い生活」は、我々が選び取ることのできるケイパ

ビリティの中に存在している。 

問題は、人間が本質的に多様な存在として生まれてくるがゆえに、この可能性の集合が人

によって異なるという点である 21)。より多くの可能性を持つ人と、少ない可能性しか持た

ない人では、個人の福祉を達成するための、福祉の実現しやすさが異なる。だからこそ、ケ

イパビリティの概念では、福祉を達成する自由ないし機会を到達水準からみて十分に確保

することが重要となる。 

では、生殖における親になりたい人のケイパビリティとは何か。生殖というテーマで、セ

ンのいう一人ひとりの「生活の良さ」を考えたとき、子を持つということは、センのいう機

能としての意味を持つ。子を持つことは生活のうちの様々な機能の一つであるので、子を持

つことただ一点のみをもって我々の福祉が決まるわけではない。しかし、子を持つというこ

とは、それを望む者にとって、この上なく人生を豊かにさせる可能性のある魅力的な選択肢

である。だからこそ人々は子を持ちたいと願う。こうして生殖における親になりたい人のケ

イパビリティとは、子を持つ生活を送ることのしやすさと理解することができる。 

ところで、定義よりケイパビリティとは「様々な機能の組み合わせ」であるので、生殖に

おけるケイパビリティも複数の機能が組み合わさって相互に連関している。例えば、機能の

中でも、自己決定できることや安全に医療が受けられることは、生殖における親になりたい

人のケイパビリティに関係する。すでに述べたように近年センのケイパビリティをリプロ

ダクティブ・ヘルスの観点から読み解こうとする試みがなされており、これらは生殖におけ

る親になりたい人のケイパビリティと密接に関連している。 

では、生殖補助医療は生殖における親になりたい人のケイパビリティにどう関係するの

か。生殖という問題では、特に自分（達）の子を持つ可能性が問われており 22)、従来ここに

は超え難い壁が立ちはだかっていた。ところが、生殖補助医療技術の発展は、不妊カップル

等これまで我が子を望めなかった人々が子を持つことを可能にした。生殖補助医療技術と

は、自分（達）の子を持つことを望みながらそれが叶わなかった人々が、自分（達）の子を

持つというケイパビリティを得て、福祉を向上させることを可能にした技術であると理解

することができる。 

ここで注意したいのは、生殖補助医療技術が我々にもたらしたものは、親になりたい人々

のケイパビリティの拡大であって、生殖補助医療技術が親になりたい人の福祉を直接向上
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させるものではないということである。その違いを、ケイパビリティと福祉の違いから見て

いきたい。 

まず親になりたい人のケイパビリティについてであるが、生殖補助医療によって、自分

（達）の子を持つ機能を得られる可能性が増えるので、親になりたい人のケイパビリティは

大きくなるといえる。というのも、生殖補助医療は基本的にインフォームド・コンセントが

前提であり、生殖補助医療を選択するという親になりたい人の自由意思のもとに行われる

施術であるので、これは親になりたい人が子を持つ選択をする自由ないし機会を増すこと

につながるからである。しかし親になりたい人の福祉に目を転じてみると、生殖補助医療に

よって親になりたい人のケイパビリティが増したからといって、実際に親になりたい人の

福祉が向上するとは限らない。これは、生殖補助医療の経済的負担や身体的苦痛、生殖補助

医療を利用する自由と機会を得たとしても実際に子を持てるかどうかは分からないこと、

子を持てたとしてもそれが第三者を介する生殖補助医療の場合告知をどうするか等、様々

なレベルの問題を生殖補助医療が抱えているからである。 

ケイパビリティの拡大として理解すべきところを、生殖補助医療が直接我々に幸せをも

たらすかのように混同してしまうのは、我々が福祉を「福祉を達成するための自由」ではな

く「達成された福祉」で見ようとすることによって起こる。 

この区別は、我々が生殖補助医療について観察されるデータのうちどれに注目するかに

よって例示できる。日本産婦人科学会によれば 2019 年度における体外受精胚移植等の治療

のべ件数は 45万 8101件であり、出生した子どもの数は 6万 598 人である 23)。ここで生ま

れた子どもの数――「達成された福祉」――に注目すれば、それだけの成果を達成した生殖

補助医療は親の福祉を向上させたものとして評価される。しかも出生した子どもの数はマ

イナスになりようがないので、「達成された福祉」でいえば、生殖補助医療は必ず親の福祉

を向上させる。 

しかし実際の治療のべ件数は出生児数よりはるかに多く、単純計算で出産率は約 13.2%と

いう低さになる。この背後には数多くの失敗例や、一度も子を持つに至らなかった人が存在

する。彼らの福祉を考慮すると、生殖補助医療における個々の親になりたい人の福祉は必ず

しもプラスにならないことが想像つく。 

センはこの「達成された福祉」と「福祉を達成するための自由」の違いを入念に説明した

24)。そして、社会が一義的に問題にすべきなのは、「福祉を達成するための自由」であると

述べた 25)。こうしてセンの用法に則って考えると、生殖補助医療における親になりたい人

の福祉は、福祉の概念をそのまま扱うのではなく、一義的にはケイパビリティから理解する

方が妥当である。そして問題にすべき「福祉を達成するための自由」すなわちケイパビリテ

ィを可能な限り保証することで、平等な社会をつくることが重要となる。 

 

3. ケイパビリティと生殖補助医療で生まれた子の平等 

では、生殖補助医療で生まれた子のケイパビリティはどうか。生殖補助医療で生まれた子
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のケイパビリティも、基本的に親になりたい人と同じように捉えることができる。センの定

義からすれば、子の福祉とは、子どもの生活の良さである。そして子どもが十分に生活の良

さを達成するためには、生活の良さを実現する機能を達成するための自由と機会としての

ケイパビリティが確保されなければならない。 

また、ケイパビリティから見た生殖補助医療で生まれた子の平等も親になりたい人と同

様に考えることができる。生殖補助医療における親になりたい人の平等とは、子を持つ機能

を達成するための自由を、これまでケイパビリティを十分に持てなかった者に対して、でき

る限り到達水準の平等に適うように実現させることであった。その場合の到達水準とは、生

殖補助医療を利用して親になりたい者が子を持つ自由と機会を、生殖補助医療以外の方法

で子を持つ人と比べて同程度に得られるようになることである。 

これと同様に生殖補助医療で生まれた子の場合をセンの到達水準の平等の観点から考え

れば、子にとっての平等な社会とは、生殖補助医療で生まれた子から見て、生殖補助医療で

生まれていない子と比して、自らのケイパビリティが同程度に確保されている状態を指す、

と言える。では、生殖補助医療で生まれた子どもの、どのような自由と機会が保障されるこ

とが、生殖補助医療で生まれた子どものケイパビリティの平等にとって必要となるのか。 

吉村は子にとって重要なものとして、(1)法的地位の安定性、(2)出自を知る権利、(3)情報の

管理とカウンセリングの機会を挙げている 26)。これらを保障することは、生殖補助医療で

生まれた子どもが生まれながらに持つ不平等を解消することに繋がる。よって、平等な社会

のためには、生殖補助医療で生まれた子ども達が奪われているこれらの自由と機会を、生殖

補助医療で生まれていない子ども達と同程度に取り戻さなければならないということにな

る。そして社会は、社会の中で生きるすべての子ども達に、同じように平等にケイパビリテ

ィを確保するよう努めなければならないことになる。 

注意したいのは、ケイパビリティとは「様々な機能の組み合わせ」であるので、生殖補助

医療で親になりたい人と同様に生殖補助医療で生まれた子のケイパビリティも、例えば吉

村の(1)に関連した「法的に安定した生活を送る」や(2)に関連した「自分について知る」な

どの機能だけではなく、その他の生活の良さを形成する機能との組み合わせで測られると

いうことである。その上で、生殖補助医療で生まれた子にとって、子のケイパビリティの平

等が重要であることが確認された。 

 

4. 「親になりたい人のケイパビリティ」対「生まれた子のケイパビリティ」 

ここまで、センのケイパビリティから生殖補助医療をみてきた。そこから言えることは、

生殖補助医療をケイパビリティで捉えることができ、生殖補助医療の倫理をケイパビリテ

ィの平等の問題として読み解くことができるという点である。また重要なこととして、生殖

補助医療をケイパビリティで捉えようとするときに、（本稿で示した親になりたい人と生ま

れた子のように）誰にとってのケイパビリティの平等を重視するかによって、望ましい社会

状態は変わりうるということである。 
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ここで生殖補助医療が、親になりたい人にとっても生まれた子にとっても、どちらの立場

からみても同様に十分に平等を実現するのであれば、何ら問題はない。しかし本稿の冒頭で

挙げた慶応大学でのドナー不足のニュースは、子の平等を保障しようとすれば親になりた

い人の平等を実現する手段が失われ、逆に親になりたい人の自由と機会を確保しようとす

れば子の平等に制限をかけざるを得ないのが日本の現状だということを示している。すな

わち現状の日本において、平等の果実を誰が受け取るのかという点で、生殖補助医療を受け

る親になりたい人と、生殖補助医療で生まれた子の間で利害が対立している。このように両

者の平等が対立関係にあるなら、我々は平等な社会のためにどうすべきか。この平等の対立

を平等の立場を維持しつつ、解決する手立てはあるのか。 

この疑問を解決するために、問いのテーマに関連する研究領域である社会的選択論を取

り上げたい。社会的選択論とは、民主主義的な意見集約プロセスを通じて、望ましい社会状

態に関する社会的合意をどのような条件のもと導くことができるかを規範的に研究する分

野である。センはこの領域で重要な業績を残している。また、センは経済学で不平等の問題

にも取り組んでいる 27)。このことから、センの経済学における知見が解決の糸口になるの

ではないかと推測できる。実際に、センのケイパビリティ論と社会的選択論は経済学と倫理

学を相互に行き来しながら相互に連関している 28)。 

そこで先ほどの疑問に立ち返ると、平等の対立に対してセンは衡平性の弱公理で答えて

いる。衡平性の弱公理は、「個人所得のいかなる水準に対しても、個人 i の厚生水準が個人 

j の厚生水準を下回る」場合は、「所与の総所得を i と j を含む n 人の個人の間で分配す

る際には、最適な分配は個人 j よりも個人 i に対してより多くの所得を与えなければなら

ない」と定義される 29)。この公理が含意するものは、一単位でも不利な立場にある個人は、

有利な立場にある個人から補償を受け取ることができるということである。言い換えるな

らば、有利な立場にある個人が、不利な立場にある個人より、さらに一単位でも多く受け取

ることは平等主義の観点から認められない。 

ここで注意したいのは、衡平性の弱公理は総福祉（福祉全体）に関する公理である点であ

る 30)。よって、衡平性の弱公理には所得という変数しか出てこないが、実際には所得だけで

なく、様々な焦点変数（focal variable）31)を当てはめることができる。焦点変数が様々であ

るのは、センが前提にする人間の多様性ゆえであり、（センのいう）真の福祉のためのケイ

パビリティアプローチの出発点になっている。以上のことから、衡平性の弱公理にある所得

水準を「自由と機会」に読み替えることが可能である。さらに、弱公理から、より不利な立

場の人のケイパビリティを優先するべきという平等の基準を引き出し得る。 

これを生殖補助医療における親になりたい人と生まれた子に当てはめてみると、双方の

うちより不利な立場にある者のケイパビリティを優先して彼らに自由と機会を与えること

が、平等の観点から必要になる。では、より不利な立場とは誰か。 

生殖補助医療の倫理でしばしば指摘されるのは、生殖補助医療を行う段階で生まれる子

どものインフォームド・コンセントが取れないという点である 32)。ここから、子どもは不利



 8 

な立場にあり子の福祉は何よりも尊重されなければならないという主張を引き出しうる。

この主張は自由と機会の平等という点でケイパビリティに大きく関係する。 

さらにここで指摘しておきたいことは、生殖医療民法特例法にみる日本の価値観である。

というのも、センはある価値規範の選択が社会の判断の基礎として成り立つためには、その

決定が国民による「批判的吟味に対して開かれていることと――明示的ないし暗黙の――

公共的承認が得られているという二つの要請が同時に満足されていること」が本質的に必

要だと述べているからである 33)。センは上記の二つの要請に基づくことが価値の対立を実

質的に解決する議論の土台となると説明する。本稿においては、国民を主権者とする日本で

民主主義のプロセスを経て成立した生殖医療民法特例法と、同法の立法にあたって開かれ

た参議院法務委員会が公共的理性の二つの要請を満たすと考えられる。 

では日本の場合、どのような認識が持たれているのか。生殖医療民法特例法を対象に見て

みると、条文自体には該当する文言はない。しかし、参議院法務委員会で審議された内容を

見ていくと、法務委員会の参考人によって次の発言が行われている。 

 

現在生殖補助医療の基本はインフォームド・コンセント、当事者の合意ということになって

います。ところが、生まれてくる子供はまさに当事者なんですけど、同意が取れない当事者

なんですね。だからこそ、生殖補助医療に関しては、生まれてくる子供の福祉や権利を最優

先しなきゃいけないというのが世界的な合意だと私は思っています 34) 

 

この発言は生殖補助医療における子の自由と機会が、親になりたい人に比してなぜ少ない

のかを明確にしている。そして、それに矛盾しない形で法案可決後に各派共同提案 35)によ

り提出された附帯決議案一の一には「生殖補助医療の提供等については、それにより生まれ

る子の福祉及び権利が何よりも尊重されなければならない」36)と記されることとなった。こ

れが意味するのは、委員会において法案を審議し可決するプロセスの中で、自由と機会につ

いてより不利な立場というのは子であるという見識が共有され、子の福祉と権利を何より

も優先することで一致したということである。会議録中には、これらの文言以外に親になり

たい人と生まれた子に関する優先関係を示した文言はなく、このことから、生殖補助医療で

生まれた子の福祉を優先させることは生殖医療民法特例法における暗黙の価値規範である

と解せる。 

これは衡平性の弱公理に照らして、自由と機会からみた日本の生殖補助医療の親になり

たい人と生まれた子の平等主義的優越関係の規範となる。子のケイパビリティを優先させ

ること。これは、平等な社会を目指すなら、具体的に生殖補助医療で親になりたい人と生ま

れた子の間でどのようなウェイトで、それぞれの価値を認めるかにかかわらず、必ず成り立

たねばならない条件である。 

 

5. おわりに 
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本稿は、センのケイパビリティを通じて、自由と機会の側面から生殖補助医療を捉えつつ、

生殖医療民法特例法における平等の価値規範を考察した。まとめとして以下の三点を指摘

する。 

一つめに、生殖補助医療をケイパビリティで捉えることは可能だということである。 

二つめに、センのケイパビリティの平等の観点からみて、親になりたい人と生まれた子どち

らのケイパビリティの平等も、重要で尊重されるべきということである。したがって、同性

カップルやシングルが生殖補助医療を利用できる可能性を拓いた生殖医療民法特例法は、

センの平等観からいって評価できる。 

三つめに、しかしながら、この生殖補助医療で親になりたい人のケイパビリティの平等は

無条件ではないことも明らかになった。その制約とは、生殖補助医療で生まれた子のケイパ

ビリティである。生殖補助医療で生まれた子の自由と機会を優先する形でなければ、親にな

りたい人のケイパビリティの平等は正当化できない。 

本稿が含意することは、子の出自を知る権利を留保した生殖医療民法特例法は、反平等主

義的な可能性があるということである。同法には二年を目途の検討期間がある。とはいえ、

同法の成立時点で価値規範との整合性が不明なままであった点は批判を免れないだろう。 

最後に、衡平性の弱公理は普遍的な平等の価値規範であることを指摘する。本稿では日本で

初めて成立した生殖補助医療に関する法律である生殖医療民法特例法に焦点を当てたが、

子がインフォームド・コンセントを取れないという点で親になりたい人に比べて不利な立

場にある限り、生殖医療民法特例法以後の日本の立法においても、子の福祉を優先すること

が望まれる。 

 

注 
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